別紙資料　地域密着型サービス等の申請書類一覧及び様式等の説明
【申請書類一覧】
	№
	項目
	内容
	様式

	１
	応募申込書 
	所定の様式 
	別紙１

	２
	提案書
	事業計画提案書
	様式1

	３
	申請者（開設者）の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等
	①地域密着型サービスを実施する旨の記載のある定款又は寄附行為の写し（最新のもの）
②地域密着型サービスを実施する旨の記載のある3か月以内に発行された登記事項証明書の原本
・条例にあっては、公報の写し 
	

	4
	印鑑証明書
	３ヶ月以内に発行された法人の印鑑証明書
	

	5
	法人の概要
	法人代表者（又は地域密着型サービスの責任者）の経歴
既存施設の運営状況
	様式2

	6
	役員等名簿
	最新のもの
	様式3

	7
	誓約書
	介護保険法第７８条の２第４項各号に該当しない事を誓約する書面
①様式４－１
　予防を行わない場合
②様式４－２
　予防も併せて行う場合
③様式４－３
　予防のみ行う場合
	様式4－1
様式4－2
様式4－3

	8
	決算書
	直近３年間の決算書（法人税確定申告書の写し含む）
・決算書がない場合は、法人名義の預金通帳の写し等

	

	№
	項目
	内容
	様式

	9
	収支予算
	収支見込予算シミュレーション
直近３年間分の収支見込みと初年度の年間収支一覧表を作成すること。
	様式5－1
様式5－2

	10
	資金計画書
	事業費の財源内訳
	様式6

	11
	利用料金表
	居住費の積算根拠を記入または添付すること。
	様式7

	12
	損害保険証書の写し
	損害賠償発生時に対応が可能であることがわかる書類
証書が未着の場合は、申込書及び領収書の写しを添付
	

	13
	事業スケジュール
	開設までのスケジュール
整備年度に合わせ、指定年月を踏まえ作成してください。
指定申請書を提出してから指定までの期間は、２ヶ月として計画してください。
	様式8

	14
	予定地状況
	施設予定地及び建物の状況
用地、建物の売買又は賃貸借する場合は、契約相手方からの事業実施継続協力誓約書（様式10）を添付すること。
	様式9
様式10

	15
	公図
	公図の写しには、該当する敷地の土地の筆をマーカー等で明示すること。
	

	16
	土地の概況写真
	建設予定地を周囲4方向から撮影したもの。
	

	17
	位置図、建物配置図・各階平面図・立面図
	平面図には、主要な部屋の面積と廊下幅（内法寸法）を記載すること。

	

	№
	項目 
	内容 
	様式

	18
	土地登記簿謄本
	土地、家屋の登記事項全部証明書（借地・借家の場合も含む）
	

	19
	土地売買（賃貸）契約確約書等
建物賃貸契約確約書　
	該当する書類を、例に従って作成すること。
借地、借家の場合は、当該事業の存続に必要な期間の地上権又は賃借権３０年程度を設定すること。
※事業所が賃貸の場合、賃貸借契約書等の写しを添付してください。なお、原本を申請の際に確認し、その場で返却します。
※事業所が申請者所有のものである場合は、登記簿等の写しを添付してください。
	作成例

	20
	抵当権設定状況
	建設予定地の抵当権設定状況一覧表
権利が末梢される予定であることを確認できる書類を添付すること。
	様式11

	21
	事前協議報告書
	事業予定地事前協議報告書
協議をした担当部署ごとに作成すること。
	様式12

	22
	地域住民説明経緯
	説明する近隣自治会等については、添付の図を参考にすること。
	様式13

	23
	備品一覧
	備品の数量及び単価
	様式14

	24
	人件費（職員）内訳
	
	様式15

	25
	提案具体説明書
	片面印刷で最大で２０頁までとします。

	様式16

	№
	項目 
	内容 
	様式

	26
	法人税納税証明書及び消費税納税証明書
	過去３か年分、応募申込前３か月以内に発行されたもの。
ただし、納税義務がない法人については、「納税義務がない旨の申出書（様式自由）」を提出してください。
	


※定款、決算書、土地売買(賃貸)契約確約書等建物賃貸契約確約書については、原本証明が必要となります。
グループホーム整備・運営事業者募集における平面図等の記載内容
１．位置図（都市図）
方位、道路（進入路）、目標となる地物 

２．配置図 

縮尺、方位、敷地境界線、道路境界線、道路名称、道路幅員、敷地
内及び境界線内外の高低差、敷地内の建築物の位置、建築物と境界
線までの距離、擁壁の位置、外構計画（避難経路を含む）、井戸の
位置、浄化槽の位置、排水経路 

３．各階平面図
縮尺、方位、間取、各諸室の名称、壁・開口部の区別、施設区分図、
各階の床面積、各諸室の面積（一部有効面積）「一覧表でも可」、廊
下幅の寸法（有効）、階段幅の寸法（有効）、ＥＶの位置、手すりの
設置表示、構造種別の表記（耐火構造物、準耐火構造物、その他の
種別） 

４．居室図面（各居室の拡大図）
縮尺、居室の面積（有効）、壁、扉開口部（有効）、窓開口部（有効）、
手すり等の設置表示、居室内にトイレ・洗面・クローゼット等の設
置予定があればそれらの配置、寸法、開口部（有効） 

※居間及び食堂について 

  居間及び食堂については、ロッカーや棚など無関係のものを設置す
る場合、当該スペースは面積から除外します。（サービス提供時に利
用者が直接使用するテーブルや椅子などについては面積からの除外
は不要です。） 
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